



































て「顧客、スポンサー、オーナーの 3 つの顔を持つ」1 とされる。航空宇宙産業
は、軍事的側面、技術力、資本などの点で他の産業とは異なり、国家の介入度が
                                                                 


























                                                                 
2 最近の例で言えば、以下の雑誌の記事のタイトルがある。Karabell, S., “Why Airbus Is A Model For 
European Unity”, Forbes, Feb 27, 2016,  
（https://www.forbes.com/sites/shelliekarabell/2016/02/27/why-airbus-is-a-model-for-european-unity/#55e7512a
5838, 最終閲覧日：2017 年 8 月 31 日） 
3 例えば、以下の記事がある。“How Airbus achieved the miracle of keeping a European project flying”, 


























                                                                 
4 例えば、マシュー・リーン『ボーイング VS エアバス―旅客機メーカーの栄光と挫折―』（清谷信一監
訳、平岡護・ユール洋子訳）、アリアドネ企画、2000 年がある。（Lynn, M., Birds of Prey. Boeing VS Airbus: 
A Battle for the Skies, 1995） 
5 D.W. Thornton, Airbus Industrie. The Politics of an International Industrial Collaboration, Macmillan, 1995, 
p.6. 



















図 1 航空宇宙産業の企業の分類のイメージ図 
 
（Hayward, J., The World Aerospace Industry. Collaboration and Competition, 
















アメリカン航空（Pan American Airway, 通称パンナム）の脅威について懸念して
いた7。イギリスの植民地を含む航空ネットワークに、競争力を持ったアメリカ企
業が進出することがすでに予想されていたからに他ならない。イギリスの英国海








（British Aircraft Corporation、BAC）8とホーカー・シドレー・エアクラフト (Hawker 
                                                                 
7 高田馨里『オープンスカイ・ディプロマシー―アメリカ軍事民間航空外交―1938－1946 年』有志舎、






Siddeley Aircraft、HSA)という 2 大グループに再編されていた状況にあった。 
 フランスでの航空会社は人民戦線内閣によって 1936 年に国有化され、地域別
に 6 部門に分けられていた。第二次世界大戦後にシュド・エスト（Société Nationale 
de Constructions Aéronautiques du Sud Est、略称 SNCASE、南東部航空製造公社）と




















                                                                                                                                                  
宙産業の国有化に伴いブリティッシュ・エアロスペース(British Aerospace、BAE)となる。1999 年以降






















といった著名なドイツ航空機のメーカーが含まれていた。同年 10 月 21 日と 22
日の両日には、主要な欧州航空会社と航空機製造会社の代表者11が航空に関する
                                                                 
9 コンコルドとは英仏両国が共同開発した超音速旅客機で、1976 年 1 月から定期運行を始めたが、英国





た。（山崎明夫『なぜエアバスは勝たないのか』えい出版、2008 年、53-54 頁。） 
11 参加者のリストは以下の通りであった。Aer Lingus, Air France, Alitalia, BEA, Finnair, KLM, Lufthansa, 
Sabena, SAS, Swissair, TAP, BAC, Hawker Siddeley, Shorts, Bréguet, Dassault, Nord, Sud, Fokker, Dornier, 








 11 月 11 日には、ボーイング社の超音速航空計画部の部長であったメイナード








 同年 12 月には、英国でプルーデン卿（Lord Plowden）を委員長とした航空機産







いった。加えて、英国の EC（European Communities, 欧州共同体）加盟を前に欧
州内での協力の風潮そのものが高まる時期を迎えていた。しかしながら、英仏間
                                                                 
12 「プローデン報告」については坂出健『イギリス航空機産業と「帝国の終焉」』（有斐閣、2010 年）と
市毛きよみ「1960 年代イギリス軍用機開発の転換―国家産業基盤から欧州多国間へ―」（『法学政治学
論究』第 106 号、2015 年 9 月、67-100 頁）に詳しいので参照されたい。 













となった。当時の英仏両国は、モーター2 つの 1500 キロメートルあたり 250 席の
機体を想定していたが、西ドイツの見解は違った。西ドイツは、ジェットエンジ






 この頃イギリス政府は、2 つの競合する計画を審議していた。一つは、HSA に
よって発表された HBN-100 型旅客機で、もう一つは BAC による VC-10 型旅客機
であった。審議の結果、技術的にも商業的にも現実的であるという判断のもとに
HBN-100 型旅客機が公式に採用されることとなり、エアバスの最初のモデルとな
る A300 の原型となった。 









する目的で欧州共同開発の協議をすでに開始していた。1966 年 7 月には、英国と
フランスに加え西ドイツ政府が欧州での航空機産業の共同開発に合意し、これ以
降 3 カ国政府は共同プロジェクトに参加する企業の決定に着手した。 
 同年 10 月には、英・仏・西独による企業体（consortium）が各国政府に財政支
援を公式に要請するに至った。だが現実は、エアバスに参画する企業は自主的に
参加する自由競争で決まる訳ではなく、参加国の政府が決定権を持っていた。そ















                                                                 
14 Müller, op.cit., p50. 





 新型航空機共同開発計画が具体的に形となったのは、1967 年 6 月末のことで
あった。共同開発計画書が提出され、これは翌月の 7 月 20 日に各国政府によって
承認された。 
 エアバスは、メーカー主体ではなく、この 3 カ国政府が主体となって承認した
ことから設立となった点に特徴がある。1967 年 9 月 27 日には、イギリスとフラ
ンスと西ドイツの 3 カ国政府が新型航空機の共同開発に関する協定をロンドンで
締結し、その後航空機の具体案がまとめられるようになった。この新型航空機案
は、エアバス（Airbus）機の頭文字と座席数 300 席を組み合わせて、A300 計画と
名付けられた。その後、機体の座席数については欧州航空市場のマーケティング
調査17を経て削減が施され、A300 計画は A300B 計画と修正された。 
 しかしながら、新規航空機共同開発の協定締結後になっても、エアバスの視界
は良好とは言えなかった。調印 3 カ国のうち、自制的に遠慮していた西ドイツを






 1968 年 12 月 11 日、フランスのシュドおよびイギリスの HSA は A300 計画をキ
ャンセルし、その代わりに A300 B 計画に着手した。A300B 計画では、座席数を
300 から 250 に減らし、機体の構造も変える方向となったのである。一方、イギ
リス政府はエアバス計画からの撤退を表明するに至り、正式な撤退は翌年 1969
                                                                 
16 Hayward, K., The Government and British Civil Aviation, Manchester University Press, 1993, p.84. 
17 例えば、1966 年 3 月に出された報告書では、欧州の航空機の適切な座席数を 230 と提案している。
（Institut d’Histoire de l’Industrie, Airbus,Un success industriel européen, Éditions Rive Droite, 1995, p.32） 




年 3 月 17 日になった。撤退の背景には、1967 年に販売を開始していたコンコル
ドの販売不振を受けた国内でのエアバス参加への慎重論と、アメリカ企業ロッキー
ド社によるロールスロイスへのエンジン発注の動きによる対米関係重視があった。 
 1969 年には、当時の西ドイツ首相キージンガー（Kurt Georg Kiesinger）が、イ
ギリスのウィルソン首相に、エアバス計画に残留するよう説得を試みた。しか
し、この説得は実を結ばず、イギリスは撤退を選んだ。残った 2 カ国は、1969 年
5 月 29 日にエアバスに関して合意した。フランスと西ドイツは、それぞれ運輸相
であったジャン・シャマン（Jean Chamant）とカール・シラー（Karl Schiller）が
調印を行った。こうして、A300B 計画の調印はこの 2 カ国だけであったが、当計
画に参加する企業にはイギリスの HSA が含まれており、実質欧州の 3 カ国が参
加する形となった。 
 当時一番経済的に困窮していた企業は、エアバス A300B の主翼部分の開発と製
造を担うことになっていたイギリスの HSA であった。すでに巨額の開発費用









                                                                 
19 エアバスのホームページ
（http://www.aircraft.airbus.com/company/history/the-narrative/early-days-1967-1969/、最終閲覧日：2017 年
9 月 17 日）より引用。主翼デザインと製造にかける諸費用ですでにこれだけの費用がかかっており、
今後も同規模の支出が必要であった。 






 1970 年 1 月 1 日をもって、フランスではシュド・アビアシオンともう一つの航
空公社が合併し、アエロスパシアル・マトラ（Aerospatiale Matra）が設立された。
このころ、ドイツにおいても航空宇宙産業を担う DASA（Deutsche Aerospace 
AG）が設立されている。 








 1970 年 12 月 18 日に、漸くフランスのエアロスパシアル・マトラ（シュド・ア




                                                                 
21 GIE は、1967 年 9 月 23 日オルドナンス（Ordonance）（www.legifrance.gouv.fr/affichTexte.do;jsessionid= 
F9117E4BBA429B810B0D30CFF38FF027.tpdila12v_2?cidTexte=JORFTEXT000000339915&dateTexte= 





ランス法辞典』東京大学出版会、2002 年、260 頁。） 
22 その後の 1971 年には、スペインの CASA（Construcciones Aeronauticas S.A.）が本計画に加わり、フラ
ンス企業の出資比率が 47.9％、ドイツが 47.9％、スペインが 4.2％と定められた。こうしてエアバ

















政支援、企業再編の 2 点から各国の事情を検討する。 
 なお、本章での企業再編は国境を越えて行われたわけではなく、国内での限定
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